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1．背景 日本では、1960 年代に始まった燃料革命や化学農薬の本格使用によって、淡水

生態系の悪化が進んでいる 1)2)3)。様々な自然再生事業が進行しているが、明確な保全目標

の設定がないまま事業が進むことで成功基準の定量的評価がなされていない 4)。目標とな

る時代の一つとして燃料革命前の昭和 30 年代までは、里地里山を主体とした景観構造が

継承されていたと考えられる。本研究では、鈴木・守山 5)が解明した昭和 30 年代の全国

淡水魚類の在・不在情報データの中から，生活文化に深くかかわっていた淡水魚 4 種を選

定した。生活文化にかかわる魚種は保全価値が高く保全事業の対象種となりやすいこと，

くわえて正確な不在情報が取得されやすいという特徴が挙げられる。そこでこれら 4 種の

生息情報と全国土地被覆図から生息確率予測モデルを作成することを目的とする。 

2．方法 2－1 調査対象魚類 本研究では、昭和 30 年代に見られた河川魚類の在・不在・

不明データとして、全国の農村で実施したアンケート結果を用いる（詳細は鈴木・守山 5）、

ただし北海道・沖縄県を除く 45 都府県）。アンケート内で在・不在が回答された河川魚類

（属情報も含む）のうちウナギ、タナゴ類、アユ、ナマズの 4 種を選定した。各都府県で

数～数百の集落で各魚類の「いた」「いなかった」「わからない」が集計された。  

2－2 土地利用図 全国の土地利用被覆データとして、ATLAS 地図 6）用いた。販売され

ている地図 PDF から江戸時代末期（1850 年）、1900 年、1950 年、1985 年の 135 年にわ

たる土地利用情報を、GIS（ArcGIS Pro、ESRI 社）上にて、2km×2km のピクセル情報で

デジタル化している（加藤知道私信）。 

2－3 アンケート情報の地図化 アンケート情報を GIS 上に表現するため、農業集落境界

データ 7）を用いた。アンケート内の集落名は農業集落の集落名と異なる場合が見られたた

め、Google Map 上の名称や、Wikipedia 上の記載名などから過去の名称と現在の名称を照

合し、集落位置を特定した。特定できない場合は解析対象外とした。  

2－4 生息確率予測モデル アンケート結果は農村集落単位である。そこで 2km 四方の土

地被覆情報は集落単位で再集計した。生息確率予測モデルの作成にはランダムフォレスト

8)を使用した。学習モデルに組み込む特徴量として、各集落の土地被覆ごとの面積割合及び

平均標高を算出した。作成した学習モデルを全集落まで拡張し、各集落における各魚類の

生息確率（0 から 1）を求めた。 
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3．結果と考察 本紙では例としてウナギの生息確率分布に

ついて報告する。Fig.1 はアンケート結果、Fig.2 はアンケー

ト結果を GIS 上で表したもの、Fig.3 は生息確率予測結果で

ある。Fig.1 および Fig.2 から、ウナギは環境省レッドリス

ト 2020 に記載されている種もあるが、1950 年代において

は全国各地に広く生息していたことが分かる。Fig.3 より、

沿岸部から内陸部にかけて生息予測確率が低くなってい

る。沿岸部の生息予測確率が高いことから、ウナギの生態に

とって日本の河川及び河口部

が重要であるという Kasaiら 8)

の知見と一致する。Kasai ら

は、日本海側においては能登

半島以西、日本海側では岩手

県宮古市以南にウナギが偏在

することを示しているが、

Fig.3 からはその傾向はみられ

ない。しかし、アンケート結果

を見てみると、東北地方にお

いて、アンケート対象集落 118

集落のうち、65 集落で「いた」

（約 55％）、40 集落で「いなか

った」（約 34％）となった。これは「いなかった」の割合において、全国的な傾向（約 11％）

よりも大きいことが分かる。本研究では、土地被覆図と標高を用いて分析することで、東

北地域内においてウナギの潜在的な生息地があることが示唆された。現段階では、ウナギ

の潜在的な生息地の有無を判断することは難しいため、サンプリング地点を増やし、各地

域特有の変数を統合してモデルを改良することが不可欠である。また、ウナギは 1970 年

代から土地利用の変化によって減少したとされている 9)。したがって、本研究によってウ

ナギが減少する前の分布域の再現ができた可能性もある。 

4．まとめ 昭和 30 年におけるアンケート調査から、全国の生息予測確率の分布を示すこ

とができた。国勢調査の始まった平成 2 年以前のデータを基にした魚類相の再現は、重要

なデータになると思われる。土地被覆図と標高データを用いて解析を行い、人間が生態系

に与える影響が現在よりも少なかった昭和 30 年代の魚類相の再現ができたことで、今後

の環境保全に対する一つのゴールを示すことができたと考える。  
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